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３．用語の解説 
 

本報告書に使用されている用語について、項目ごとに解説する。 

 

被害想定の前提条件 

 

1）地震調査研究推進本部 

平成 7年 1月 17 日に発生した阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成 7年 6月、全国にわたる総合的な地震

防災対策を推進するため、地震防災対策特別措置法が議員立法によって制定された。 

地震調査研究推進本部は、地震に関する調査研究の成果が国民や防災を担当する機関に十分に伝達され活用

される体制になっていなかったという教訓を踏まえ、行政施策に直結すべき地震に関する調査研究の責任体制

を明らかにし、これを政府として一元的に推進するため、同法に基づき総理府に設置（現・文部科学省に設置）

された政府の特別の機関。 

 

2）断層パラメータ 

震源断層は実際には複雑な形状をしており、すべり量も断層面上で一定ではない。実際の断層破壊を単純化

した断層モデルを設定して、震源断層の研究が進められてきた。 

 

3）破壊開始点 

断層が破壊するときに最も早く破壊する場所。 

 

4）500m メッシュ（標準地域メッシュ） 

国土を覆う経緯線網による小区画で、土地等に関する情報を地図等によって数値化し表示するための標準。

昭和 48 年行政管理庁告示第 143 号で制定された。標準地域メッシュは、次に示す階層による地域区画と、その

コードが定められている。 

【第 1次地域区画】  

我国の国土とその周辺の海域を、1°毎の経線と、40′毎の緯線によって区画（20 万分 1 地勢図の標準の区

画に相当する範囲）したものを、第 1次地域区画（メッシュ）と呼び、4桁の数字で表す。  

【第 2次地域区画】  

第 1次地域区画の縦横をそれぞれ 8等分して 64 の区画を第 2次地域区画と呼び、2桁の数字で表す。  

【第 3次地域区画】  

第 2次地域区画の縦横を、それぞれ 10 等分して 100 の区画を作ったものを第 3次地域区画と呼び、2桁の数

字で表す。縦、横の距離が約 1km×1km となる。3 次地域区画レベルの特定の区画を表示するときは、第 1 次、

第 2次、第 3次地域区画の地域メッシュ・コードを順にハイフオンで繋ぐ 8桁の数字で、例えば 5438-23-89 等

と表示する。 

分割地域メッシュは、基準メッシュを縦横両方向とも 2等分、4等分、あるいは 8等分して設定し、2分の 1

地域メッシュ、4 分の 1 地域メッシュ、あるいは 8 分の 1 地域メッシュと呼ぶ。500m メッシュは 4 分の 1 地域

メッシュとなる。 

 

地盤モデルの設定 

 

1）地質年代（古生界／中生界／新第三紀／第四系） 

地球の歴史を地層の層序と岩石の新旧に基づいて相対的な時間で区分した年代。地質時代ともいう。区分の

単位は大から小へ、代、紀、世および期、それぞれの年代に堆積した地層の界、系、統および階と呼ぶ。古生

代以降は化石の変遷によって区分するが、放射年代尺度も使う。 

古生界は化石生物の進化をもとに三分したときの最も古い時代で、約 5.7 億年前～2.4 億年前。中生界は２

番目の地質時代で、約 2.4 億年前～6,400 万年前。新生代は最も新しい地質時代で、約 6,400 万年前～現在ま

での期間で、第三紀と第四紀の二つに区分される。さらに、第三紀は漸新世以前を古第三紀、中新世以後を新

第三紀と呼ぶ。新第三紀は約 2,400 万年前～170 万年までの期間。 
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2）地震基盤 

地震動は浅い軟弱な地層で著しく増幅されるが、そうした増幅の影響を受けない地下深部の基盤面を考える

と、震源からの距離があまり違わなければ、基盤面に入射する波はどこでもほぼ同じと考えられる。この基盤

を「地震基盤」と呼ぶ。具体的には、深さ十数 km までの上部地殻のＳ波速度は毎秒 3～3.5km とほぼ一定であ

るため、地殻最上部の S波速度毎秒 3km の地層を地震基盤と呼んでいる。 

 

3）工学的基盤 

建築・土木などの工学の立場から、地震基盤より浅い S 波速度毎秒 300～700m の地層を「工学的基盤」とす

るという考え方が提案されている。これは、地下深部の地震基盤での観測記録や地震基盤までの深さの地下構

造に関する情報が少ないため、地震基盤という概念に基づいて地震動特性を評価することが困難だという事情

からきている。構造物を設計する立場からいえば、観測記録の豊富な工学的基盤で地震動を設定するのが容易

であり、工学の各分野における設計法を単純化できるという利点がある。 

 

4）Ｐ波／Ｓ波 

地震によって引き起こされる弾性波のうち実体波（弾性体（地盤）内部を弾性体固有の速度（弾性波速度）

で伝播する波動）として、Ｐ波（縦波、疎密波）とＳ波（横波、せん断波）とに分類される。Ｐ波は弾性体粒

子の振動方向が波動伝播方向と同一であり、Ｓ波は波動伝播方向と直角な方向に振動する。それぞれの進行速

度をＰ波速度、Ｓ波速度という。 

 

5）ＰＳ検層 

ボーリング孔を用いて地盤のＰ波速度およびＳ波速度の測定を行う方法。測定は、地表で板をたたいてＳＨ

波を発生させる板たたき法やＰ波を発生させる重水落下法によって発振し、孔内に設置した受振器によって波

を測定して、波の到達時間を読みとって地盤の速度を求める。 

 

6）K-NET／Hi－net 

（独）防災科学技術研究所が全国に設置している地震観測ネットワーク。K-NET（Kyoshin Net）は、全国に

約 25km の間隔（全国 1,000 箇所）で建設した強震観測施設。Hi-net は、日本全国に約 20km メッシュを基本と

して、観測井戸の孔底に高感度地震計を配置している(全国で約 1,000 点)。これらの観測施設で観測された強

震記録は、弾性波検層を含むこの土質調査の結果とともにインターネット上で発信されている。 

 

地震動の予測 

 

1）グリーン関数 

ある座標（時間・空間）に外力が与えられた場合に、それがどのようにシステムに応答を引き起こすかを記

述するものである。物理的にはある 1 点に与えられた力（インパルス）に対する観測点での応答を表す関数の

ことをいう。 

 

2）統計的グリーン関数法 

統計的グリーン関数法は、Irikura（1986）による重ね合わせ手法に基づく経験的グリーン関数法を基本とし

ている。経験的グリーン関数法ではグリーン関数として観測記録を用いることで、観測地点の深部地盤構造や

浅部地盤構造は、既に記録に含まれていると考えている。統計的グリーン関数法は適切な観測記録が得られな

い場合に、グリーン関数として ω-2 則の震源特性に従うスペクトルモデル［Boore（1983）］を考え、これに経

験的な位相特性を与えたものを観測記録として波形合成を行い、大地震の地震動波形を求めるものである。 

 

3）アスペリティ 

地中深くにある固い岩盤が通常は強く固着していてあるとき急激にずれて大きな地震波を出す領域をいう。 

 

4）幾何減衰（きかげんすい） 

球面波は一様な均質媒質中で距離に応じて減衰する。これを幾何減衰という。一方、波が媒質中で別のエネ
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ルギーに変換されることによって減衰することを内部減衰と呼ぶ。幾何減衰は球面波のエネルギーが点から放

射されたとき 1/R に比例して減衰する。内部減衰は一つの波線に沿って平面波と見なせるような微小領域で１

サイクルごとに同じ割合で媒質にエネルギーが吸収されていく。 

 

5）重複反射（ちょうふくはんしゃ） 

水平成層地盤に入射した地震波は地盤の各境界において透過および反射を繰り返すような地盤の応答を重複

反射という。 

 

6）線形／非線形 

物体に外力がはたらくと変形する。「線形」は、物体に働いていた外力がなくなると、物体は元の形に戻る。

「非線形」は、物体に働いていた外力がなくなっても、物体は完全には元の形に戻らない。 

 

7）最大（地表）速度／最大（地表）加速度 

地面のある点が動く速さが速度で、自動車の速度と同じ意味である。単位は、cm/sec（kine、カイン）。また、

速度が時間を追って大きくなる（または小さくなる）度合いが加速度である。単位は、cm/sec2（gal、ガル）。

人間が感じることができるのは加速度で、たとえば自動車を運転中にアクセルを踏んだときに感じる感覚があ

げられる。これらの速度および加速度の最大の値を最大速度、最大加速度という。 

速度には他にＳ波速度とか破壊伝搬速度などという言葉が使われるが、これらは地盤や岩盤内をＳ波（せん

断波）が伝わる速度や断層の破壊が伝わる速度のことをいう。 

 

8）計測震度 

観測点における揺れの強さの程度を数値化したもの。気象庁では、かつて震度は体感および周囲の状況から

推定していたが、平成 8年（1996 年）4月からは、計測震度計により自動的に観測し速報している。 

 

液状化の予測 

 

1）液状化 

水を多く含んだ緩い砂地盤が地震時の揺れによって、地盤から水や砂が噴き出したり、地盤が液体のように

なって支持力を失い、そのために建物が傾いたり、埋設管路などが浮き上がったり、さらに道路の陥没などの

現象が生じる。この現象を「液状化現象」と呼ぶ。 

 

2）Ｎ値 

地盤の固さを知るための重要な数値で、地盤調査（標準貫入試験）によって調べる。Ｎ値は、重さ 63.5kg の

ハンマーを 75cm の高さから自由落下させ、サンプラーが 30cm 貫入させるのに要する打撃回数のことをいう。

硬い地盤は、おもりの落下回数が多く、逆に軟らかい地盤は、おもりの落下回数が少なくなる。 

 

3）粒度試験 

土は形状および大きさの異なる土粒子からなっており、土の粒径分布を求める試験をいう。粒径が 74μm

（0.074mm）より大きな試料の粒度はふるい分析により、74μmより小さな試料の粒度は沈降分析によって求め

る。試験結果は、横軸に粒径を対数目盛でとり、縦軸にある粒径より細かいものの質量百分率（通過質量百分

率）をプロットして粒径加積曲線を作成し、粒度特性を知る。 

 

建物の被害 

 

1）国勢調査地域メッシュ統計 

 ５年ごとに行われる国勢調査のデータを約 1km メッシュないしは約 500m メッシュ単位で集計したもの。形

状・面積が概ね一定のデータであるため、被害想定調査において扱いやすい。 
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2) 建物ポリゴンデータ 

１棟ごとの建物の外形をデジタル化したデータのこと。  

 

3）改正建築基準法 

  昭和 56 年に改正された建築基準法の耐震基準のこと。この耐震基準で建てられた建物は、兵庫県南部地震に

おいて全般的に被害の程度は軽く、現行の基準は概ね妥当であると考えられている。 

 

4）せん断破壊 

  軸方向と直角方向の力のかけ方を「せん断」と呼び、建物被害に関しては建物の柱等が地震の水平動によっ

て破壊される現象のことをいう。 

 

5）落下物 

３階以上の非木造建物に付属する看板、壁、窓ガラス等を意味する。 

 

人的被害 

 

1）昼夜間人口 

昼間人口と夜間人口のこと。昼間人口は職場や学校に人が移動した段階での人口のことで、夜間人口は住家

にいる人口を意味する。通常の人口は夜間人口のことを指す。一般的にオフィスビルが集中する都心部では昼

間人口が夜間人口を上回り、ベッドタウンとなる郊外では昼間人口が夜間人口を下回る。 

 

ライフライン被害 

 

1) 導水管 

取水施設を経た水を浄水場まで導く管路。 

 

2) 送水管 

浄水施設で浄化された飲用可能水を配水施設に送る管路。 

 

3) 配水管 

配水施設の一つである配水池等を始点として、給水区域内に配水するための管路であり、幹線である配水本

管と、給水分岐栓を取り付けて給水管に給水する配水支管とからなる。配水管は網目状に配置される。また、

事故や工事など、維持管理作業のための制水弁を設置する。 

 

4) 給水管 

給水装置および給水装置より下流の受水槽以下の給水設備を含めた水道用の管路。水道事業者の管理に属す

る配水管と区別した呼び名である。 

 

5) 中圧管 

圧力に応じて中圧 A（0.3～1Mpa）と B（0.1～0.3Mpa）があり、各都市へのガス輸送や大規模な病院、ホテル、

工場等への供給する管。 

 

6) 低圧本支管 

中圧管からガバナによってさらに減圧されたガスを、各家庭や 中小規模の商工業用の顧客への供給する管。 

 

7）ＳＩ値 

スペクトル強度（Spectrum Intensity）の略語。ＳＩ値は構造物の被害と相関が高いとされている。速度応

答スペクトルの 0.1～2.5 秒までの平均値をとる。単位は cm/sec（kine（カイン）ともいう）。 
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8) 配電線 

一般的には、変電所から直接利用者に電気を送る電線路をいう。配電線には、変電所から柱上変圧器に至る

までの高圧配電線と、柱上変圧器から引込線に至るまでの低圧配電線などがある。 

 

9) 電線 

電圧が 6600V の架空の高圧用被覆（ひふく）付き電線と、電圧が 100V または 200V の架空の低圧用被覆付き

電線をいう。 

 

10) 電柱 

電線を支持するために作られた木柱、コンクリート柱などのことをいう。 

 

11) 地中ケーブル 

絶縁線の上をさらにビニルなどで覆って保護している電線で、金属管やビニルパイプの中に収容し地中に施

設されている。 

 

津波の予測 

 

1) 遡上計算（そじょうけいさん） 

 遡上は津波が陸上をはい上がったり、河川を逆流する動き。この遡上の様子を計算することを遡上計算とよ

ぶ。一方、津波が海域を伝播する様子を計算することを伝播計算とよぶ。 

 

2) 数値地図 50m メッシュ（標高） 

国土地理院が刊行している２万５千分の１の地形図を経度方向及び緯度方向に、それぞれ 200 等分して得ら

れる各方眼（1/20 細分メッシュ、２万５千分１地形図上で約 2mm×約 2mm）の中心の標高を、描かれている等

高線から計算によって求めた数値標高モデル（DEM:Digital Elevation Model）デ－タのこと。標高の間隔は、

実距離で約 50m×約 50m となる。 

 

3) 非線形長波理論 

津波の伝播理論の一つ。津波はその波長が水深に比べて十分大きいため、流体力学的には長波（浅水波）と

して扱うことができ、その伝播速度は水深にのみ依存する。沿岸の津波はその前面が切り立ちその頂きは砕け

ており、次の瞬間には前方へ巻いて砕け落ちようとする。このような波を砕波段波（さいはだんぱ）という。

砕波断波は海底での摩擦や移流を考慮した浅水理論（非線形方程式）で表現できる。 

 

4) 朔望平均満潮位（さくぼうへいきんまんちょうい） 

 朔（新月）および望（満月）の日から５日以内に観測された各月の最高満潮位を１年以上にわたって平均し

た高さの水位。 

 

5) セグメント 

 ひとつの区切りであり、要素のこと。 

 

地震防災対策への課題 

 

1）応援協定 

広域に及ぶ自治体等の間で、災害時に相互に応援しあうためにあらかじめ締結しておく協定。 

 

2）平成 15 年度版みやぎ震災対策アクションプラン 

宮城県が、地震防災対策について、平成 15 年 5月および 7月の地震の教訓を踏まえ、これまで取り組んでい

る施策、これから取り組むべき施策を加速させるために策定した行動計画。 
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3）防災マップ 

災害に関する危険地域や防災施設等の情報を掲載した地図。とくにある災害（地震、火山噴火、洪水など）

に対する危険地域を中心としたものはハザードマップとよばれる。 

 

 

 


